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令和〇年度 

 

さつまいも生産拡大緊急プロジェクト事業 

 

（変更）実施計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業実施主体名  〇〇 〇〇〇  

 

 

 

 

 



１ 事業実施主体の概要 

（１）事業実施主体名（ふりがな）（※ 法人、農業協同組合の場合は、法人名等・代表者氏名） 

  〇〇 〇〇〇（〇〇〇 〇〇〇〇） 

  ㈱〇〇〇〇〇 代表取締役社長 △△ △△△（△△ △△△） 

  ●●●●農業協同組合 代表理事組合長 ▲▲ ▲▲▲（▲▲ ▲▲▲） 

（２）所在地  〇〇〇市〇〇〇１－２－３ 

（３）認定農業者（認定新規就農者）の認定年月日  平成・令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

２ 事業計画 

（１）事業の目的（※ 規模拡大や事業の内容、事業効果等について記載する） 

 

 

 

 

 

（２）生産計画 

① 育苗施設の生産計画 

（※ 事業区分「苗の生産・供給体制の整備」の場合に記載）  

 区分 
育苗施設 
面積 

苗生産量 収量 苗購入数量 備考 

現 状 

(  年度) 

県内 ａ 本,kg 本,kg/a 
ポット苗  本,kg 
１次育苗苗  本,kg 
定植苗  本,kg 

 

県外 ａ 本,kg 本,kg/a 
ポット苗  本,kg 
１次育苗苗  本,kg 
定植苗  本,kg 

 

合計 ａ 本,kg 本,kg/a 本,kg  

目 標 

(  年度) 

県内 ａ 本,kg 本,kg/a 
ポット苗  本,kg 
１次育苗苗  本,kg 
定植苗  本,kg 

 

県外 ａ 本,kg 本,kg/a 
ポット苗  本,kg 
１次育苗苗  本,kg 
定植苗  本,kg 

 

合計 ａ 本,kg 本,kg/a 本,kg  

※ 現状は事業実施の前年度とするが、異常気象等の影響により著しく値が変動した場合は、その限りではない。また、目標は

事業実施年の２年後とする。認定新規就農者で、現状値がない場合は記入しなくても良い。 

※ 育苗施設が県内、県外別にある場合は、それぞれについて記載する。 

※ 育苗施設面積の単位はａとし、実面積とする（延べ面積ではない）。 

※ 苗生産量、苗購入数量の単位は本数または㎏とする。面積当たりの植付本数から推計してもよい。 

※ 収量は１aあたりの生産量とする。    ※ 苗購入数量は、可能な範囲でポット苗、１次育苗苗、定植苗別に記載する。 

 



② さつまいもの生産計画 

※ 事業区分「苗の生産・供給体制の整備」「貯蔵庫の整備」いずれの場合も記載 

 
区分 栽培面積 

さつまいも 
生産量 

収量 備考 

現 状 

(  年度) 

県内 ａ 

kg,t kg/10a 

種芋苗の 

植付面積割合 

〇〇％ 
県外 ａ 

合計 ａ 

目 標 

(  年度) 

県内 ａ 

kg,t kg/10a 

種芋苗の 

植付面積割合 

〇〇％ 
県外 ａ 

合計 ａ 

※ 事業実施主体が農業協同組合の場合は、さつまいも生産をしている組合員全体の数値、または組合員からの集荷数量から 

推計した数値を記入する。 

※ 事業実施主体が苗生産のみを行っている場合は、苗の販売数量から推計した数値を記入する。 

※ 現状は事業実施の前年度とするが、異常気象等の影響により著しく値が変動した場合は、その限りではない。また、目標は 

事業実施年の２年後とする。認定新規就農者で、現状値がない場合は記入しなくてもよい。 

※ 育苗施設が県内、県外別にある場合は、それぞれについて記載する。 

※ 栽培面積の単位はａとし、実面積とする。   ※ 生産量の単位は㎏、またはtとし、県内と県外を区別しなくてもよい。 

※ 収量は10aあたりの生産量とし、県内と県外を区別しなくてもよい。 

※ 備考には特記事項のほか、さつまいも栽培面積に占める種芋苗の植付割合を記載する。 

 

        ▷ 種苗法を理解した上で、さつまいもの自家用の栽培向け増殖を行っている。 

※ 四角内に○印をつける 

 

（３）販売計画 単位：表下の※参照 

 
年間販売 

金額 

年間販売 

数量 

販売（出荷）先別数量 

市場 
契約 

加工業務 
直売 

その他 

(      ) 

現 状 

(  年度) 
円      

目 標 

(  年度) 
円      

※ 事業実施主体が苗生産のみを行っている場合は、苗販売について記載する。 

※ 販売金額の単位は円とし、県内と県外を区別しなくてもよい。 

※ 販売量の単位は、㎏、ｔ、本数等とし、県内と県外を区別しなくてもよい。 

※ 現状の年度は原則として事業実施年度の前年とするが、異常気象等の影響により著しく値が変動した場合は、その限りでは

ない。認定新規就農者で、現状値がない場合は記入しなくてもよい。 

 



第３ 事業の概要 

（１）施設・設備・資材等の導入計画 

施設・設備・ 

資材の区分、 

名称等 

構造・規格 

・能力等 
事業量 事業費 

負担区分 

備考 

（設置場所） 

（補助率等） 

補助金 

その他 

自己負担 

県費 市町村費  
うち○○

○資金 

   円 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

設置場所等 

 

 

補助率等 

県 1/3 以内 

小計（消費税抜き）  

消費税      

合 計       

 

 

（２）導入施設・設備・資材の選定・規模決定理由等（※ 規模決定根拠は具体的な数値を記載する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）導入施設・機械・資材の利用計画 

  月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 

旬 上中下 上中下 上中下 上中下 上中下 上中下 上中下 上中下 上中下 上中下 上中下 上中下 

目 標 

(  年度) 

栽

培

暦 

[品目名・作型等] 

 

さつまいも 

 

 

利

用

計

画 

[施設・設備・資材名] 

 

 

 

使用日数・時間等及び処理量・面積等 

            

[施設・設備・資材名] 

 

 

 

使用日数・時間等及び処理量・面積等 

 

            

※ 栽培暦は次の記号に準じて表示する。 

 は種：○－○、定植：△－△、収穫：□－□、出荷：■－■（収穫時期と異なる場合） 

※ 利用計画は、施設・設備・資材ごとに記載する。ただし一体的に使用する場合は、まとめて記載しても良い。 



（５）農業用廃プラスチック処理計画 
（※ 農業用プラスチックを使用した施設等を整備した場合に事業実施主体全体分について記載する） 

① 農業用プラスチックの利用状況 

プラスチックの種類 利用量（㎏） 更新年限 備考 

塩化ビニールフィルム    

ポリエチレンフィルム    

硬質プラスチック    

その他    

計    

 
② 農業用廃プラスチック処理計画 

 プラスチックの種類 処理量（㎏） 処理方法 備考 

 

  

年 

度 

塩化ビニールフィルム    

ポリエチレンフィルム    

硬質プラスチック    

その他    

計    

 

  

年

度 

 

塩化ビニールフィルム    

ポリエチレンフィルム    

硬質プラスチック    

その他    

計    

※ 処理方法については、下記のうちから該当する番号①～⑤を記入する。 

ただし、その他④、⑤の場合には、具体的に工場名等を記入する。 

・廃プラ工場へ搬入 

  ①指定された廃プラ集積所へ搬入    ②市町村協議会が回収 

  ③自分で廃プラ工場へ搬入       ④その他の方法で廃プラ工場へ搬入 

・その他の方法で処理 

   ⑤その他、独自に廃プラ回収業者に委託等 

 
第４ 添付資料 

１ 位置図（1/10,000～1/25,000 程度） 

 ① 農業振興地域の農地又は農業用施設用地を図示する。 

 ② 都市計画区域の場合は、市街化区域及び生産緑地を図示する。 

③ 本事業の受益地及び導入する施設・設備等の設置及び保管場所及び受益農家を名称を付して

赤丸で示す。 

２ 整備施設・設備・資材等の設置及び保管場所周辺の見取図・配置図 

３ 整備施設・設備・資材等の見積書及び設計書（計画設計図（立面図、平面図等）及びカタログ

を含む） 

４ 事業主体が法人または組織の場合は、定款または組織規約 

５ 認定農業者または認定新規就農者を証明する書類の写し 

６ 本事業実施要領第３の１に定める民間事業者を証明する書類（該当する場合のみ） 

７ 事業実施主体の経営状況を確認できる書類等（確定申告書の写し、決算書の写し等） 

８ ポイント集計表 

９ 現況値ポイント、成果目標ポイントの根拠資料（事前協議等で確認した場合は添付不要）。 

10 事業実施に係る法手続き及び必要とする権利を証する書類等（必要な場合のみ） 


